
特定外来生物防除等対策事業交付規程様式

様式第１号
交付申請書（第５条関係）

別紙１　事業計画書

別紙２　経費内訳書
別紙３　総事業費内訳
別紙４　第一期事業の成果
様式第２号
変更交付申請書（第６条関係）

様式第３号　　
交付決定通知書（第７条関係）

様式第４号
変更交付決定通知書（第７条関係）

様式第５号
交付決定前着手届（第10条関係）

様式第６号
計画変更承認申請書（第11条関係）

様式第７号
中止（廃止）承認申請書（第13条関係）

様式第８号
遅延報告書（第14条関係）

様式第９号
事業状況報告書（第15条関係）

様式第10号
完了実績報告書（第17条関係）
別紙１　実績報告書
別紙２　経費内訳書
別紙３　総事業費内訳書
別紙４　事業概要図

様式第11号
交付額確定通知書（第18条関係）

様式第12号
精算（概算）払請求書（第19条関係）

様式第13号
取得財産等管理台帳（第22条関係）
様式第14号
消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（第24条関係）
注　交付事業の実施期間内において国の会計年度が終了したときは、翌年度以降における各様式の名称を「○○※１年度（△△※２年度からの繰越分）特定外来生物防除等対策事業」と変更して取り扱うこと。

　

※１○○とは当該年度、※２△△とは前年度以前

様式第１号（第５条関係）
	識別番号
	


番　　　号
令和　年　月　日
独立行政法人環境再生保全機構理事長　殿
                   　         　　　　　　　　 　  間接交付事業者  　　　　
令和　年度特定外来生物防除等対策事業交付申請書
　特定外来生物防除等対策事業交付規程第５条第１項の規定により上記交付金の交付について下記のとおり申請します。
記
１　間接交付事業の目的及び内容
　別紙１　事業計画書のとおり
２　交付金交付申請額　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円
　　　　（うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　　　円）
３　間接交付事業に要する経費
　　　　別紙２　経費内訳書のとおり
４　総事業費内訳書
別紙３　総事業費内訳書のとおり
５　間接交付事業の期間
　　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

６　備考
７　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
様式第２号（第６条関係）
番　　　号
令和　年　月　日
独立行政法人環境再生保全機構理事長　殿
                   　         　　　　　　　　 　  間接交付事業者  　　　　
令和　年度特定外来生物防除等対策事業変更交付申請書

　　　年　　月　　日付け環機自発第         号で交付決定の通知を受けた（、　　年　　月　　日付け環機自発第         号で変更交付決定の通知を受けた）特定外来生物防除等対策事業について、下記のとおり申請の内容を変更したいので、特定外来生物防除等対策事業交付規程第６条第１項の規定により関係書類を添えて申請します。
記

１　交付金変更申請額     

２　変更内容         

３　変更理由

　　（注）具体的に記入する。
４　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
注１　１の金額欄の上部に（　）書きで変更前の交付決定額を記入する。

２　添付書類は、様式第１のそれぞれに準じて変更部分について作成することとし、様式第１号の別紙のうち、別紙２（別紙２－１に加え、間接交付事業を実施する場合は別紙２－２、再間接交付事業を実施する場合は別紙２－３）については、変更前の金額を上段に（　）書きし、変更後の金額を下段に記入すること。
様式第３号（第７条関係）
	識別番号
	


環機自発第　　　　　号
　　　　令和　年　月　日
令和　年度特定外来生物防除等対策事業交付決定通知書
間接交付事業者　　　　　　殿
独立行政法人環境再生保全機構理事長
　　年　月　日付け　　　　第         号で交付申請のあった令和　年度特定外来生物防除等対策事業については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）第７条第１項の規定により、次のとお自り交付することを決定したので、同法第８条の規定により通知する。
記
１　交付金の交付の対象となる事業及びその内容は、　　年　　月　　日付け第         号交付申請書のとおりである。
２  交付金の額は次のとおりである。ただし、事業の内容を変更する場合において、交付金の額が変更されるときは、別に通知するところによる。
　　交付金の額　　金　　　　　　　　　円　　
　　
３　交付対象経費の区分ごとの配分及びこれに対応する交付金の額は、　　年　　月　　日付け　　　　第         号交付申請書記載のとおりである。
４　事業内容の変更等特段の事情がない限り、交付を行う交付金の額は、この交付決定額を上限とする。

５　間接交付事業者は、適正化法、同法施行令（昭和30年政令第255号）及び特定外来生物防除等対策事業交付規程（　年　月　日付け環機自発第　　　　　号。以下「交付規程」という。）に従わなければならない。
６　この交付決定に対し不服があるとき、適正化法第９条第１項の規定による申請の取り下げをすることができる期限は、この通知書を受けた日から起算して20日以内とする。
７　間接交付事業における仕入れに係る消費税等については、交付規程の定めるところにより、交付金の額の確定又は消費税等の申告後において精算減額又は返還を行うこととする。
（本件担当者の氏名、連絡先等）
　担当者の所属部署・職名・氏名

　連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
様式第４号（第７条関係）
環機自発第　　　　号
令和　年　月　日
令和　年度特定外来生物防除等対策事業変更交付決定通知書
   間接交付事業者　　　　　　　殿
独立行政法人環境再生保全機構理事長　　
　　　年　　月　　日付け　　　　第         号で変更交付申請のあった　令和　年度特定外来生物防除等対策事業については、特定外来生物防除等対策事業交付規程（　年　月　日付け環機自発第　　　　号。以下「交付規程」という。）第６条第２項の規定により、　　年　　月　　日付け環機自発第         号で交付決定した（　　年　　月　　日付け環機自発第         号で変更交付決定した）内容を下記のとおり変更することを決定したので通知する。　　　　　
記
１　交付金の交付の対象となる事業及びその内容は、　　年　　月　　日付け第         号変更交付申請書のとおりである。
２  変更後の交付金の額は次のとおりである。ただし、事業の内容を変更する場合において、交付金の額が変更されるときは、別に通知するところによる。

　　変更前の交付金の額　金　　　　　円　

　　変更後の交付金の額　金　　　　　円　

　　増　　 減   　額　　金　　　　　円　
３　交付対象経費の区分ごとの配分及びこれに対応する変更後の交付金の額は、　　年　　月　　日付け　　　　第         号変更交付申請書記載のとおりである。
４　事業内容の変更等特段の事情がない限り、交付を行う交付金の額は、この交付決定額を上限とする。

５　間接交付事業者等は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、同法施行令（昭和30年政令第255号）及び交付規程に従わなければならない。
６　この交付決定に対し不服があるとき、適正化法第９条第１項の規定による申請の取り下げをすることができる期限は、この通知書を受けた日から起算して20日以内とする。
７　間接交付事業における仕入れに係る消費税等については、交付規程の定めるところにより、交付金の額の確定又は消費税等の申告後において精算減額又は返還を行うこととする。

（本件担当者の氏名、連絡先等）
　担当者の所属部署・職名・氏名

　連絡先（電話番号・Eメールアドレス）

注１　増減額の記載において変更額が減少する場合は、金額の表示に▲を付すること。
様式第５号（第10条関係）
番　　　号
令和　年　月　日
独立行政法人環境再生保全機構理事長　　殿
（地方公共団体の長）　　
令和　年度特定外来生物防除等対策事業交付決定前着手届
　年　月　日付け環自野発第　　　号で採択内示のあった下記事業について、別記条件を了承の上、交付金交付決定前に着手することとしたので、特定外来生物防除等対策事業交付規程第10条の規定に基づき、関係書類を添えて届け出ます。
記
１　事業内容及び事業量
２　事業費
３　着手予定年月日
４　交付決定前着手を必要とする理由
５　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
別記条件
１　交付金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した施策に損失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担するものとする。
２　交付金交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議がないこと。
３　当該施策については、着手から交付金交付決定を受ける期間内においては、計画変更は行わないこと。
様式第６号（第11条関係）
番　　　号
令和　年　月　日
独立行政法人環境再生保全機構理事長　殿
                   　         　　　　　　　　 　  間接交付事業者  　　　　
令和　年度特定外来生物防除等対策事業計画変更承認申請書
　　　年　　月　　日付け環機自発第         号で交付決定の通知を受け（、　　年　　月　　日付け環機自発第         号で変更交付決定の通知を受け）（、　　年　　月　　日付け環機自発第         号で計画変更承認の通知を受け）た特定外来生物防除等対策事業の計画を下記のとおり変更したいので、特定外来生物防除等対策事業交付規程第11条第１項の規定により関係書類を添えて申請します。
記

１　変更の内容               

２　変更を必要とする理由     

３  変更が間接交付事業に及ぼす影響
４　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
注１　事業の内容を変更する場合にあっては、様式第１号の別紙１に変更後の内容を記入して添付すること。
　２　経費の配分を変更する場合にあっては、様式第１号の別紙２に変更前の金額を上段に（　）書きし、変更後の金額を下段に記入して添付すること。

様式第７号（第13条関係）
番　　　号
令和　年　月　日
独立行政法人環境再生保全機構理事長　殿
                   　         　　　　　　　　 　  間接交付事業者　　　　
　　令和　年度特定外来生物防除等対策事業中止（廃止）承認申請書
　　　年　　月　　日付け環機自発第         号で交付決定の通知を受け（、　　年　　月　　日付け環機自発第         号で変更交付決定の通知を受け）た特定外来生物防除等対策事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、特定外来生物防除等対策事業交付規程第13条第１項の規定により関係書類を添えて申請します。
記

１　中止（廃止）を必要とする理由     

２　中止（廃止）の予定年月日         

３　中止（廃止）が間接交付事業に及ぼす影響
４　中止（廃止）後の措置             

５　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
注　中止（廃止）までに実施した事業の内容を記載した書類及び様式第１号の別紙２に中止（廃止）前の交付決定額を上段に（　）書きし、中止（廃止）時の実施見込額を下段に記入した書類を添付すること。

様式第８号（第14条関係）
番　　　号
令和　年　月　日
独立行政法人環境再生保全機構理事長　殿
                   　         　　　　　　　　 　  間接交付事業者 　　　　
　　令和　年度特定外来生物防除等対策事業遅延報告書
　　　年　　月　　日付け環機自発第         号で交付決定の通知を受け（、　　年　　月　　日付け環機自発第         号で変更交付決定の通知を受け）た特定外来生物防除等対策事業の遅延について、特定外来生物防除等対策事業交付規程第14条第１項の規定により下記のとおり指示を求めます。
記

１　遅延の原因及び内容
２　遅延に係る金額
３　遅延に対して執った措置
４　遅延等が交付事業に及ぼす影響
５　間接交付事業の実施予定及び完了予定年月日
６　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
注１　事業の進捗状況を示した工程表を、変更前と変更後を対比できるように作成し添付すること。
２　「２　遅延に係る金額」については、その金額とともに、事業費と事務費の内訳を記載すること。
様式第９号（第15条関係）
番　　　号
令和　年　月　日
独立行政法人環境再生保全機構理事長　殿
                   　         　　　　　　　　 　  間接交付事業者  　　　　
　　令和　年度特定外来生物防除等対策事業事業状況報告書
　　　年　　月　　日付け環機自発第         号で交付決定の通知を受け（、　　年　　月　　日付け環機自発第         号で変更交付決定の通知を受け）た特定外来生物防除等対策事業の事業状況について、特定外来生物防除等対策事業交付規程第15条第１項の規定により下記のとおり報告します。
記
	交付対象事業
の区分
	交付決定額
(円)
	実施額
(円)
	事　業　状　況

	特定外来生物防除事業
	
	
	

	特定外来生物早期防除計画策定事業
	
	
	

	外来種対策戦略検討等事業
	
	
	

	合計
	
	
	


本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
注　変更交付決定を行った事業は、変更後の金額を記載すること。
様式第10号（第17条関係）
番　　　号
令和　年　月　日
独立行政法人環境再生保全機構理事長　殿
                   　         　　　　　　　　 　  間接交付事業者  　　　　
　　令和　年度特定外来生物防除等対策事業完了実績報告書
　　　年　　月　　日付け環機自発第         号で交付決定の通知を受け（、　　年　　月　　日付け環機自発第         号で変更交付決定の通知を受け）た特定外来生物防除等対策事業を完了（中止・廃止）しましたので、特定外来生物防除等対策事業交付規程第17条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。
記

１　交付金の交付決定額及び交付決定年月日
　　　金　　　　　　　　円（　　年　　月　　日付け環機自発第　　　　　号）
　　　    （うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　円 ）
２　間接交付事業の実施状況
  　　　　別紙１　実績報告書のとおり

３　交付金の経費実績

　　　　　別紙２　経費内訳書のとおり
４　総事業費内訳
別紙３　総事業費内訳書のとおり
５　事業の概要

別紙４　事業概要図のとおり
６　間接交付事業の実施期間

　　　　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

７　添付資料
   　参考資料（領収書等含む）

８　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
注　変更交付決定を行った事業は、１に以下の項目を加えて全ての変更交付決定について

記載すること。

　交付金の変更交付決定額及び変更交付決定年月日

　　　金　　　　　　　　円（　　年　　月　　日付け環機自発第　　　　　号）

　　　    （うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　円 ）
様式第11号（第18条関係）
環機自発第　　　　　号
　　令和　年　月　日
　　令和　年度特定外来生物防除等対策事業交付額確定通知書
    間接交付事業者　　　　　　　殿
独立行政法人環境再生保全機構理事長
　　　年　　月　　日付け環機自発第         号で交付決定し（、　　年　　月　　日付け環自野発第         号で変更交付決定し）た　　年度特定外来生物防除等対策事業については、　　年　　月　　日付け完了実績報告書に基づき、下記のとおり交付額を確定したので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）第15条の規定により通知する。
記
　　　　　
    　　　確　　定　　額　　　金　　　　　　　　　　　　円
（超過交付額が生じた場合）

　なお、超過交付となった金　　　　　円については、適正化法第18条第２項の規定により　　年　　月　　日までに返還することを命ずる。

（本件担当者の氏名、連絡先等）
　担当者の所属部署・職名・氏名

　連絡先（電話番号・Eメールアドレス）

様式第12号（第19条関係）
番　　　号
令和　年　月　日
独立行政法人環境再生保全機構理事長　殿
                   　         　　　　　　　　 　  間接交付事業者  　　　　
　令和　年度特定外来生物防除等対策事業精算（概算）払請求書
　　　年　　月　　日付け環機自発第         号で交付額確定（交付決定）の通知を受け（、　　年　　月　　日付け環機自発第         号で変更交付決定の通知を受け）た特定外来生物防除等対策事業の精算払（概算払）を受けたいので、特定外来生物防除等対策事業交付規程第19条第２項の規定に基づき下記のとおり請求します。
記

１　請求金額            金               　　　円

２　請求金額の内訳
  （概算払の場合）                                               　 (単位：円)
	
	交付決定額
    ①
	     支　出　費　用　状　況 
	概　算　払
受領済額
    ⑤
	差引請求額
  ④－⑤

	
	
	　実績額
    ②
	　見込額
    ③
	  合　計
④＝②+③
	
	

	    計
	
	
	
	
	
	


（精算払の場合）                                       　(単位：円)
	 交付決定額
	 確定額
       ①
	 概算払受領済額
       ②
	 差引請求額
1 －②

	
	
	
	


３　　振込先の金融機関、その支店名、預金の種別、口座番号、名義（フリガナ）
及び住所
４　概算払を必要とする理由（概算払の請求をするときに限る。）
５　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
注　変更交付決定を行った事業は、変更後の金額を記載すること。
様式第13号（第22条関係)
　　令和　年度特定外来生物防除等対策事業取得財産等管理台帳

間接交付事業者
	財　産　名
（備品等名）
	規　格
	数量
	単 価
   (円)
	金　額
　 (円)
	取　得年月日
	耐用
年数
	整備又は

保管場所

	
	
	
	
	
	
	
	


注１　対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が特定外来生物防除等対策事業交付規程第23条第1項に規定する処分制限額以上の財産とする。
　２　数量は、同一規格等であれば一括して記入して差し支えない。単価が異なる場合は、分割して記入すること。
　３　取得年月日は、検収年月日を記入すること。
様式第14号（第24条関係)
番　　　号
令和　年　月　日
独立行政法人環境再生保全機構理事長　殿
                   　         　　　　　　　　 　  間接交付事業者  　　　　
令和　年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書
　　　年　　月　　日付け環機自発第         号で交付決定の通知を受け（、　　年　　月　　日付け環機自発第         号で変更交付決定の通知を受け）た特定外来生物防除等対策事業について、特定外来生物防除等対策事業交付規程（　年　月　日付け環機自発第　　　　　号。以下「交付規程」という。）第24条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。
記
１　交付金額（交付規程第18条第１項による額の確定額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円
２  消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る

仕入控税額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円
３　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
注　別紙として積算の内容を添付すること。
